
埼玉県マスコット
「コバトン」
「さいたまっち」

埼玉県補助事業中小企業等の事業主の皆さまへ

埼玉県中小企業等

奨学金返還支援事業補助金のご案内

～従業員の奨学金返還支援を行う中小企業等を応援します～









3-2支援対象期間
　支援対象者である従業員につき最大6年間 
　※詳しくは、当事業に関するホームページに掲載しているQ&Aを参照ください

　令和5年４月１日（土）～令和6年３月３１日（日）

　・補助率   
　・補助限度額    1人年９万円（埼玉県多様な働き方実践企業は、年１２万円）

　埼玉県中小企業団体中央会

（1）問合せ、申込先

　〒330-8669
　埼玉県さいたま市大宮区桜木町1-7 -5  大宮ソニックシティ9階

（2）申請
　申請は、ｊＧｒａｎｔｓ より行ってください。
　※ｊＧｒａｎｔｓ申請には、ＧビズＩＤプライムのＩＤを取得する必要がありますので、次のＵＲＬより取得
　　申請を完了してください。（２週間程度要します）

　TEL：048-700 -4600　FAX：048-700 -4601

　https://gbiz-id.go.jp

　①補助金交付申請書（様式第１号）
　②支援対象者の雇用契約書又は労働条件通知書の写し
　③支援対象者の雇用保険被保険者資格取得等確認通知書の写し
　④支援対象者勤務地一覧及び組織図など支援対象者の勤務地が分かる書類
　⑤支援対象者の年間返還額及び返還計画、支援対象者自身が返還していることを確認できる書類の写し
　　（独立行政法人日本学生支援機構の奨学金返還の口座振替加入通知等）
　⑥就業規則及び賃金規程、奨学金返還支援制度規程など手当等の支給根拠が分かる書類
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４．補助対象期間

５．補助率及び補助限度額

６．申請手続

　年度の途中において支援対象者となる従業員に転職等があった場合に関する補助金交付の考
え方は、Q&A15の①～⑤のとおりです。

年度途中の変更による場合の取扱い

　新規学卒者等で返還を猶予される期間がある場合、その期間は６か月を上限として補助対象
期間に含まれないこととします。例えば、正社員として採用された新規学卒者について、猶予され
る期間が６か月ある場合、７か月目から７８か月目が補助対象期間となります。

返還猶予期間中の取扱い

　２分の１（埼玉県多様な働き方実践企業は、３分の２）

※次のページ ～ をご覧ください

申請の前に社内規程の整備が必要ですので、専門家の無料アドバイスがあります。



（3）申請書類の提出

（４）変更承認申請の提出

　【申請受付】 令和5年6月1日(木)～令和5年11月30日(木)　(予定)
　※ ｊＧｒａｎｔｓ より申請してください。
　ht tps : / /www . j g ran t s -po r ta l . go . j p /

　　年度途中に支援対象者を増やす場合又は支給する手当の額を増やす場合等は、速やかに変更承認申
　請書（様式第３号）に必要書類を添えて、変更承認申請を行ってください。
　※ ｊＧｒａｎｔｓ より申請してください。

　原則として提出された書類により審査を行い、予算の限度額に達するまで、交付決定を行います。

８．遂行状況報告、実績報告、請求

　交付決定を受けた全ての支援対象者への支給額について、中央会より報告を求められたときは、遂行状
況報告書（様式第５号）を提出してください。
　また、当該年度の２月末までに、実績報告書（様式第６号）に支給額がわかる書類(手当等を支払ったす
べての月の「賃金台帳」「給与明細書」の写し等)を添付して提出してください。
　２月末までの支給状況及び３月分の支給予定額を確認後、補助対象者からの請求に基づき補助金を交
付します。
※ ｊＧｒａｎｔｓ より手続きをしてください。

　故意に事実に反する申請を行う等により補助金の不正受給を行った場合は、交付決定を取り消し、交付
した補助金を補助対象者（企業）が返還の義務を負います。
実施要領もご確認ください。
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９．不正受給の取扱い

７．交付決定

補助金額の確定

支援制度を設ける 交付申請 交付決定 事業進捗状況報告

実績報告 支払い請求 補助金支払い
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手当等の支給方法については、
　①毎月、給与として支給する方法
　②賞与に併せて支給する方法
　③年に１回支給する方法が考えられます。
これらの場合の規定方法については、次を参考にしてください。

◆毎月支給する方法
（支給額）
第７条　○○手当は、月額○○，○○○円とする。ただし、本人の奨学金返還月額を超えての支給は行わないものとする。
２　欠勤、休業、休職中等の勤務していない日、期間についても全額支給する。

◆賞与に併せて支給する方法
（支給額）
第７条　○○手当は、次のとおり支給する。
　　支給時期 　支　給　額
　　〇月、〇月 　○○，○○○円
　ただし、支給月前〇か月間の本人の返還額を超えての支給は行わない。
２　欠勤、休業、休職中等の勤務していない日、期間についても全額支給する。

◆１年に１回支給する方法
（支給額）
第７条　○○手当は、〇月に支給することとし、支給額は○○，○○○円とする。
　ただし、支給月前１２か月間の本人の奨学金返還額を超えての支給は行わないものとする。
２　欠勤、休業、休職中等の勤務していない日、期間についても全額支給する。

手当等の支給方法について
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奨学金返還支援制度規程
株式会社　〇〇〇〇

（目的）
第１条 本規程は、会社における人材確保と定着のため若者から選ばれる魅力ある企業になることを目的に奨学金返還支援制度につ
　いて定めたものである。

（奨学金返還支援制度）
第２条 奨学金返還支援制度（以下「支援制度」という。）とは、自身の奨学金を現に返還している社員に対して、会社が返還額の一部
　を補助するために、手当を支給する制度のことをいう。

（支援制度の対象者）
第３条 支援制度の対象者は、次のいずれにも該当する者（以下「支援対象者」という。）とする。
　　（１）就業規則第○条に定める正社員であること
　　（２）大学、大学院、短期大学、高等専門学校、専修学校（専門課程）及び高等学校の卒業者等（中途退学者を含む。）で、現に奨
　学金を返還している者であること
　　（３）第４条の書類を提出した者であること

（書類の提出）
第４条 支援制度の適用を受けようとする社員は、次の書類を会社が指定する日までに提出しなければならない。
　　（１）奨学金の借入総額及び返還計画がわかる書類
　　（２）正社員となった月における奨学金の借入残高がわかる書類
２ 支援対象者は、毎年、会社が指定する日までに、奨学金を返還していることを証明する書類を提出しなければならない。
３ 支援対象者は、返還計画等の変更があった場合には、速やかに会社に申し出なければならない。
 
（奨学金）
第５条 本規程に定める奨学金とは、次の各号のいずれかに該当する奨学金をいう。
　　（１）日本学生支援機構の奨学金
　　（２）地方公共団体、大学及び公益法人、民間企業その他の奨学金貸与機関が貸与する奨学金
　　（３）その他会社が認めるもの

（○○手当）
第６条 会社は、支援対象者の奨学金返還を補助するため、「○○手当」を支給する。

（支給額）
第７条 ○○手当は、月額○○，○○○円とする。ただし、本人の奨学金返還月額を超えての支給は行わないものとする。
２　欠勤、休業、休職中等の勤務していない日、期間についても全額支給する。

（規程の改廃）
第８条 本規程を改廃する場合の手続は、就業規則の変更手続に拠るものとする。

附　則
（施行期日）
　この規程は、　　　　年　　月　　日　から施行する。

規程の制定例



埼玉県中小企業団体中央会（奨学金返還支援室）

〒330-8669 埼玉県さいたま市大宮区桜木町1-7-5　大宮ソニックシティ9階
TEL：048-７00-4600 FAX：048-700-4601　　受付：月曜～金曜（祝日、年末年始を除く）9-12時、13-17時

補助金申請に関する問合せ先

奨学金返還支援制度に関する問合せ先

埼玉県産業労働部雇用労働課
TEL：048-830-4538 FAX：048-830-4851
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